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演習の実施要領 

 

【演習問題】 

架空の地方公共団体 A市役所では、平成 23年度、「A市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」

を策定することとなりました。 

現在までに、実行計画（事務事業編）の基準年度における温室効果ガス総排出量の把握が完了し

ており、計画策定の次の段階として、温室効果ガス総排出量の削減目標及び具体的な対策について、

検討する必要があります。 

エネルギー等の使用実績及び温室効果ガスの排出量などの基礎的なデータに基づき、温室効果ガ

スの排出特性を把握した上で、今後の施設の増減の見込みについて、将来推計(増減シミュレーシ

ョン)を実施し、グループ内で話し合いながら、総排出量の削減目標及び実施すべき対策（方向性）

を検討してください。 

削減目標の設定に当たっては、資料 1で示した温室効果ガス排出量の削減目標の設定方法に基づ

き、検討の方法を決定してください。 

  

【演習問題の実施手順】 

 

ステップ１：A市の温室効果ガス総排出量の特性の把握 

 

ステップ２：将来推計（増減シミュレーション）の実施 

 

ステップ３：温室効果ガスの削減効果の算定 

 

ステップ４：温室効果ガス総排出量の削減目標の決定 
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◆A市の概要 

A市は、新興都市（平成 20年度に編入合併新市）であり、中心市街地周辺を中心に再開発

も行われたため、現在でも人口が微増しています。 

こうした状況において、福祉施設の開設や学校の統廃合などが必要となってきています。

一方で、財政的にも厳しい状況であり、指定管理者制度などの様々な手法により行財政改革

を推進していくことが急務となっています。 

◆基準年度及び計画期間 

  基準年度は、平成 22 年度とします。計画期間は、平成 24 年度から平成 28 年度までの 5 年

間とします。 

◆計画の対象とする温室効果ガス 

  A市役所における事務・事業において排出される温室効果ガスは、CO2、CH4、N2Oとしていま

す。（HFC、PFCs、SF6は算定の対象外としている。） 

◆庁内における地球温暖化対策の状況 

・エコオフィス活動については、震災後、意識は高まりつつありますが、基本的には各職員の自

主的な取組に任せているため、徹底には至っていない状況です。 

・一般的な自治体と同様に、財政は潤沢とはいえませんが、いくつかの施設では、耐用年数を過

ぎた設備の更新等を実施する必要があります。 

・福祉施設の新設や学校の統廃合に伴う大規模改修においては、省エネ設備を導入するとともに、

環境に配慮した設計を予定しており、従来よりもエネルギー消費効率の高い施設が建設される

ものと見込まれます。 

・財政部門における設備の更新の基準は、低コストや安全性を重視したものであり、環境面につ

いては、十分な配慮がなされているとはいえない状況です。 

 ◆その他、地球温暖化対策に関する状況 

① 国(政府)の削減目標 

政府実行計画では、平成 13 年度を基準年度として、10 年間で温室効果ガス総排出量を 8％削

減することを目標としています(計画期間は、平成 19年度から平成 24年度)。 

② 県の削減目標 

地域推進計画では、平成 16 年度を基準年度として、区域の温室効果ガスの総排出量を平成 26

年度までに 15％削減することを目標としています。なお、業務部門の削減目標は 12％です。 

また、実行計画(事務事業編)では、平成 22 年度を基準年度として、温室効果ガスの総排出量

を平成 27年度までに 8％削減することを目標としています。 

③ 省エネ法における削減義務 

A 市は、省エネ法の適用を受けており、エネルギー消費原単位で、毎年 1％以上ずつ削減する

ことが義務付けられています。（平成 24年度から平成 28年度までの温室効果ガス総排出量で 3.7%

削減に相当。） 

【前提条件】 
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１．温室効果ガス総排出量(平成 22年度) 

  
単位：t-CO2 

温室効果ガスの種類 CO2排出量 

二酸化炭素（CO2） 5,463 

メタン（CH4） 5 

一酸化二窒素（N2O） 55 

合計 5,523 

 

 

 

 

 

２．エネルギー等使用実績及び発生源別の温室効果ガス排出量(平成 22年度) 

活動 活動区分   

排出される温

室効果ガスの

種類 

実績 単位 温室効果ガ

ス排出量

(t-CO2) 

燃料の燃焼 

ガソリン（公用車） CO2 80,000 ℓ 160 

ガソリン（公用車以外） CO2 30,000 ℓ 60 

A重油 CO2 90,000 ℓ 270 

都市ガス CO2 150,000 ㎥ 300 

他人から供給

された電気の

使用 

電気 

CO2 

8,000,000 kWh 3,200 

一般廃棄物の

焼却 

廃プラスチック類の焼却 CO2 519 t 1,473 

一般廃棄物の焼却 CH4,N2O 3,000 t 52 

自動車の走行 乗用車（ガソリン） CH4,N2O 900,000 ㎞ 9 

合計 5,523 

 

３．二酸化炭素の排出量及び内訳(平成 22年度) 
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ガソリン（公用
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2.9%

ガソリン（公用

車以外）, 60t-
CO2, 1.1%

A重油, 270t-

CO2, 4.9%

都市ガス, 300t-

CO2, 5.5%

電気, 3,200t-

CO2, 58.6%

廃プラスチック

類の焼却, 
1,473t-CO2, 

27.0%
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４．施設毎の温室効果ガス排出量（平成 22年度） 
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５．計画期間における温室効果ガス総排出量の増減要因 

① 計画期間中における施設の増減予定及び条件 

施設名 

計画期間

中におけ

る変更等 

温室効果ガス 

排出量 

（平成 22年度） 

施設条件 備考 

支所 廃止(平成

24年度) 

157t－CO2 床面積：1,000㎡ － 

福祉施設 新設(平成

24年度) 

－ 床面積(予定)：

1,000㎡ 

－ 

学校② ,

学校③ 

統廃合(平

成 25年度) 

学校②： 

90t－CO2 

学校③： 

50t－CO2 

学校②床面積： 

1,000㎡ 

学校③床面積： 

500㎡ 

学校②と学校③を統合。 

学校③を廃止し、学校②の大

規模改修(床面積：1,500㎡)

を行い、平成 25年度に開設。 

 

② 将来推計(増減シミュレーション)のための基礎的なデータ 

１）福祉施設 

施設名 
温室効果ガス排出量 

（平成 22年度） 
施設条件 

保健福祉センター① 60t-CO2 床面積：500㎡ 

保健福祉センター② 70t-CO2 床面積：500㎡ 

２）学校 

施設名 
温室効果ガス排出量 

（平成 22年度） 
施設条件 

学校① 90t-CO2 床面積：1,000㎡ 

学校② 90t-CO2 床面積：1,000㎡ 

学校③ 50t-CO2 床面積：500㎡ 

学校④ 90t-CO2 床面積：500㎡ 

 

③ 計画期間中における施設の改修及び設備更新の予定 

施設名 
温室効果ガス排出量 

（平成 22年度） 
設備更新の内容 

CO2削減効果

（見込み） 

福祉施設 － 建設時における省エネ型機器の

導入 

10% 

学校②， 

学校③ 

140t-CO2(②,③の合

計値) 

改修時における省エネ型機器の

導入 

10% 

浄水場 120t-CO2 

電気使用量(施設全

体)：300,000kWh 

熱源設備(電気)の更新 5% 

産業会館 240t-CO2 

電気使用量(施設全

体)：500,000kWh 

照明のインバータ安定器(電気)

の更新 

3% 

総合市民ホー

ル 

541t-CO2 

電気使用量(施設全

体)：1,000,000kWh 

受変電設備(電気)の更新 1% 

学校④ 90t-CO2 

都市ガス使用量(施

設全体)：5,000㎥ 

空調設備(都市ガス)の更新 5% 

     ※電気の排出係数：0.0004t-CO2/kWh、都市ガスの排出係数：0.002t-CO2/㎥として、 

算定してください。(排出係数は、演習問題用に数値を簡略化しているため、実際   

の排出係数と異なります。) 



6 

 

④ 一般廃棄物処理基本計画における目標 

平成 18年度を基準年度として、平成 28年度までの 10年間で、ごみの総排出量を 10%削減する

ことを目標としています。 
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【解答用紙】 

① 将来推計(増減シミュレーション)の結果 

施設名 算定式 増減量 

支所   

福祉施設   

学校   

合計  

 

② 計画期間中における施設の新設・増改築及び設備更新等により期待できる削減効果 

施設名 算定式 削減効果 

福祉施設   

学校②、学校③   

浄水場   

産業会館   

総合市民ホール   

学校④   

清掃センター   

合計  
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③ 温室効果ガス排出量の削減目標 

削減目標  

目標設定の根拠 

 

 

 


